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適用人数　　　　導入法人割合
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増
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（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を
「三大都市圏」とする。

（出典）文部科学省『学校基本調査』（平成29年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省『学校基本調査』（平成29年度）より国立大学協会事務局作成

（注）大学共同利用機関法人を含む90国立大学法人等の値
（出典）文部科学省提供資料より国立大学協会事務局作成

女性教員の割合が増加、人事制度の改革が進みつつある。一方、任期付き若手教員の増加が課題として浮かぶ。

（注）教員数は、本務者を示し、兼務者を含まない
（出典）文部科学省『学校基本調査』（各年）より国立大学協会事務局作成

修士課程の約6割、博士課程の約7割を占める 全国的な大学教育の提供

（出典）文部科学省調べより国立大学協会事務局作成 （出典）文部科学省「国立大学法人等の役職員の給与等の水準」（各年）より国立大学協
会事務局作成

H26 H29 H26.10 H29.5

学　生

国立大学の現状

教職員

教員の男女比率

40歳未満教員の雇用状況

課程別 地域別（学士課程）

構 成 員

年俸制適用状況 クロスアポイントメント制度適用状況

教職員の人件費
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100
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0

89.2％
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48.1％

価格上昇

種類減少

（出典）文部科学省「学術情報基盤実態調査」（各年度）及び大学図書館コンソーシアム
連合（JUSTICE）統計資料より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省『学校基本調査』（平成29年度）より国
立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省『学校基本調査』（各年）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省委託「平成27年度 開かれた大学づくりに関する調査研
究」（平成28年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「平成29年度学術情
報基盤実態調査」（平成30年3月）
より国立大学協会事務局作成

国立大学では、質が高く社会に開かれた幅広い教育を積極的に展開している。
一方で、消費増税や円安、電子ジャーナルの価格上昇等によりその維持が困難。

宇都宮大学
地域デザイン科学部（H28）

愛媛大学
社会共創学部（H28）

新潟大学
創生学部（H29）

東京海洋大学
海洋資源環境学部（H29）

横浜国立大学
都市科学部（H29）

滋賀大学
データサイエンス学部（H29）

島根大学
人間科学部（H29）

山梨大学
生命環境学部（H24）

信州大学
経法学部（H28）

鳥取大学
地域学部（H16）

徳島大学
生物資源産業学部（H28）

福井大学
国際地域学部（H28）

和歌山大学
観光学部（H20）

秋田大学
国際資源学部（H26）

山形大学
地域教育文化学部（H17）

千葉大学
国際教養学部（H28）

琉球大学
国際地域創造学部（H30）

東京外国語大学
言語文化学部・国際社会学部（H24）

香川大学
創造工学部（H30）

広島大学
情報科学部（H30）

宮崎大学
地域資源創成学部（H28）

大分大学
福祉健康科学部（H28）

佐賀大学
芸術地域デザイン学部（H28）

山口大学
国際総合科学部（H27）

高知大学
地域協働学部（H27）

長崎大学
多文化社会学部（H26）

山口大学、鹿児島大学
共同獣医学部（H24）

九州大学
共創学部（H30）

名古屋大学
情報学部（H29）

富山大学
都市デザイン学部（H30）

教育環境の整備と課題

法人化以降新たに開設された特色ある学部（一部）

大学院における社会人学生数の推移専任教員1人あたりの学生数 大学の学生1人あたりの
蔵書数

教　育

リカレント教育の取組

社会人の学び直しに関する取組の実施率１国立大学当たりの電子ジャーナル利用可能種類と
自然科学系分野別電子ジャーナル平均単価の推移

（出典）文部科学省提供資料より国立大学協会事務局作成
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（出典）NobelPrize.orgウェブサイトより国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省研究振興局「平成29年度科学研究費助成事業の配分について」
（平成29年10月）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング2017」より
国立大学協会事務局作成

各大学の強み・特色を活かした多様な研究を
全国的に推進

受賞者全員が国立大学出身者で
11国立大学から輩出

 氏名 分野 出身大学 受賞時所属大学・機関
 湯川秀樹 物理学 京都大学 京都大学・コロンビア大学
 朝永振一郎 物理学 京都大学 東京教育大学
 川端康成 文学 東京大学 ー
 
 
江崎玲於奈 物理学 東京大学

 佐藤栄作 平和 東京大学 ー
 福井謙一 化学 京都大学 京都大学
 利根川進 医学・生理学 京都大学 マサチューセッツ工科大学
 大江健三郎 文学 東京大学 ー
 白川英樹 化学 東京工業大学 筑波大学
 野依良治 化学 京都大学 名古屋大学
 小柴昌俊 物理学 東京大学 東京大学
 田中耕一 化学 東北大学 島津製作所
 小林誠 物理学

 
名古屋大学

  益川敏英 物理学 名古屋大学 
 南部陽一郎 物理学 東京大学 シカゴ大学
 下村脩 化学 長崎大学 ボストン大学
 鈴木章 化学 北海道大学 北海道大学
 根岸英一 化学 東京大学 パデュー大学
 山中伸弥 医学・生理学 神戸大学 京都大学
 赤﨑勇 物理学 京都大学 名城大学
 天野浩 物理学 名古屋大学 名古屋大学
 
 中村修二 物理学 徳島大学

 梶田隆章 物理学 埼玉大学 東京大学
 大村智 医学・生理学 山梨大学 北里大学
  大隅良典 医学・生理学 東京大学 東京工業大学

受賞年
1949
1965
1968

1973

1974
1981
1987
1994
2000
2001

2002

2008

2010

2012

2014

2015

2016

IBMトーマス・J・ワトソン
研究所

高エネルギー加速器研究機構

カリフォルニア大学
サンタバーバラ校

（注１）ここでの「地方国立大学」とは、旧7帝大（北海道大学、東北大学、東京大学、名古
屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学）及び三大都市圏（埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、大阪府、兵庫県、京都府）に所在する大学を除いた国立大学とする

（注２）過去5年の新規採択の累計数
（出典）文部科学省「平成29年度科学研究費助成事業の配分について」（平成29年10

月）より国立大学協会事務局作成

（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする
（出典）文部科学省「平成28年度大学等における産学連携等実施状況について」より国立大学協会事務局作成

京都産業大学　　　　　　　

大学名 細目 大学名 細目

福島大学 震災問題と人文・社会 福井大学 子ども学

筑波大学

マルチメディア 信州大学 安全環境計測法

ウェブ・サービス情報 静岡大学 家政・生活学一般

図書館情報学等 浜松医科大学 精神神経科学

環境モデル・保全修復 奈良女子大学 衣・住生活学

身体教育学 和歌山大学 観光学

スポーツ科学 岡山大学 呼吸器外科学

応用健康科学

広島大学

教育社会学

人文地理学 教科教育学

特別支援教育 外科系歯学

実験動物学 香川大学 胎児・新生児医学

土地・住宅・不動産
長崎大学

寄生虫学

睡眠科学 感染症内科学

新潟大学 土地・住宅・不動産
熊本大学

医療系薬学

金沢大学 公共政策 応用薬理学

科学研究費補助金の細目における
採択件数が１位の地方国立大学 歴代のノーベル賞受賞者

科学研究費補助金の配分額
（新規採択分）

Top10％補正論文数
（全分野：2013-2015年平均）

企業等との共同研究の推進

民間企業との共同研究にかかる個別実績上位30大学 同一都道府県内中小企業との
共同研究実施件数の上位30大学

研　究

実施件数

公立大学 1
私立大学 3

国立大学
（三大都市圏）

10
国立大学

（三大都市圏以外）
16

国立大学
（三大都市圏以外）

16

研究費受入額

公立大学 2

私立大学 4

国立大学
（三大都市圏）

12
国立大学

（三大都市圏以外）
12

国立大学
（三大都市圏以外）

12

公立大学 1
私立大学 1

国立大学
（三大都市圏）

9
国立大学

（三大都市圏以外）
19

国立大学
（三大都市圏以外）

19

国立大学
52,540,177
（62.8％）

国立大学
2,277

（53.7％）

私立大学
15,939,690
（19.1％）

その他
10,517,390
（12.6％）

公立大学
4,615,650
（5.5％）

公立大学
162

（3.8％）

私立大学
546

（12.9％）

特殊法人・独立行政法人
699

（16.5％）

企業
205

（4.8％）

その他
353

（8.3％）

（単位：千円）

（単位：大学数）
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(年度)
国内 外国

(年度)

（単位：件）

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：件）

（年度）

H26H25H24H23H22H21H20H19 H28H27
0

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

2,100

885 973

3,294

1,290

4,759

1,845

7,481

10,942

2,879
2,570

4,125

14,527

5,483

6,833

17,254

19,409
21,092

8,239

9,781

増加

（単位：億円）

H28H27H26H25H24H23H22H21H20
0

1,400

1,200

1,000

800
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400

200

827827

438438

1,2651,265

1,1511,151 1,1481,148
1,1931,193

1,1681,168
1,1901,190

1,0951,095 1,0801,080

1,3131,313

431431
378378

404404 366366 431431

366366 318318

448448

721721 770770 789789 802802
758758

729729
762762

865865

現物寄附　　　現物寄附以外

50,000

40,000

30,000

20,000

0

22,000

19,000

16,000

13,000

0

29.261

14,209

45.110

19.717

研究費受入額　　　　実施件数

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

増加

（出典）文部科学省科学技術・学術政策局「平成28年度大学等における産学連携等実
施状況について」（各年）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省提供資料（国立大学の財務諸表等）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省科学技術・学術政策局「大学等における産学連携等実施状況について」（各年）より国立大学協会事務局作成

特許権保有件数（国内・外国）は年々増加
近年伸び悩んでいたが、

各大学の積極的な取組等により増加の兆し

大学における民間との共同研究・受託研究の研究費受入額のうち国立大学は約70％を占める。
その実施件数、受入額は平成22年に比べて大きく増加している。

民間との共同研究・受託研究

国立大学等の特許権保有件数 国立大学の寄附金受入額

産 学 連 携

大学における研究費受入額（H28） 国立大学における実施件数及び研究費受入額の推移

国立大学
45,110
（70.4％）

私立大学
15,325
（23.9％）

公立大学
3,685（5.7％）
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国立　　　公立　　　私立
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国立　　　公立　　　私立

(単位：人)

(単位：件)

(年度) (年度)

(単位：件)

(単位：科目)

学部　　　大学院
H24 H25 H26 H27 H28 H29 (年度)

3,711
8,068

2,510

10,936

4,075

12,796

4,439

14,285 16,024

21,791

5,449 6,758
0

10,000

20,000

30,000

(単位：人) (単位：％)

(年度)

(単位：人)

15,000

20,000

25,000

30,000

H27H26H25H24H23

増加

23,107
24,488

23,611

27,714
25,490

(単位：人)

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000

H27H26H25H24H23

増加

87,203
90,445

92,109 92,44493,329

80,000

60,000

30,000

0 9,084 9,674 10,293 11,77011,481
1,406 1,302 1,636 1,670 1,836

47,834 49,544
57,345 59,078 63,940

H16 H20 H24 H29H28 (年度)

50,000

40,000

30,000

20.000

10,000

0

19.518 20,247 24,680
29.17427,153

1,302 1,316
1,680 1,928 1,9098,694

11,103
13,281

14,397
15,290

H16 H20 H24 H29H28 (年度)

(年度)

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0

8,350
11,525

14,132

18,853

15,467

10,392

4,769

5,578

6,283

7,802

6,962

6,911

H23 H24 H25 H26 H27 H28

2.2%

3.0%

3.6%

4.7%

3.9%

2.9%

増加
増加

14,738

7,465 7,847
9,515

380

230

288
316

1,4741,474 1,5031,503 1,5511,551
1,7701,770

1,9971,997
2,3292,329

2,7882,788 2,8552,855

増加学部　　　大学院　　　比率

大学院の外国人留学生の6割以上を占める 世界を視野に入れた多様な取組は増加

学部、大学院ともに増加

英語での授業数は学部、大学院ともに増加傾向

外国人の教員数は年々増加

（出典）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査結果」（各年）
より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省『学校基本調査』（各年）より国立大学協会事務局作成
（出典）国立大学協会「国立大学における教育の国際化の更なる推進について」

第5回フォローアップ調査結果より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「海外の大学との大学間交流協定、海外における拠点に関する調査
結果」（平成30年3月15日改訂）より国立大学協会事務局作成

受入・派遣研究者ともに増加傾向

（出典）文部科学省「国際研究交流の概況」（平成27年度の状況）より国立大学協会事務局作成

（注）平成24年度の授業科目数には、語学としての授業科目を一部含む。
（出典）国立大学協会「国立大学における教育の国際化の更なる推進について」フォロー

アップ調査（各年）より国立大学協会事務局作成

海外からの留学生数 英語での授業実施科目数

海外拠点数

海外への留学生数・比率

外国人教員数

学部

大学院

国 際 化

研究者受入数

国際交流協定数

研究者派遣数
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 1 ハーバード大学 米国
 2 スタンフォード大学 米国
 3 ケンブリッジ大学 英国
 4 マサチューセッツ工科大学 米国
 5 カリフォルニア大学バークレー校 米国
 6 プリンストン大学 米国
 7 オックスフォード大学 英国
 8 コロンビア大学 米国
 9 カリフォルニア工科大学 米国
 10 シカゴ大学 米国
 24 東京大学 日本
 35 京都大学 日本
 48 清華大学 中国
 71 北京大学 中国
 84 名古屋大学 日本
 101-150 大阪大学 日本
 101-150 ソウル国立大学 韓国
 101-150 上海交通大学 中国
 101-150 東北大学 日本

 1 オックスフォード大学 英国
 2 ケンブリッジ大学 英国
 3 カリフォルニア工科大学 米国
 3 スタンフォード大学 米国
 5 マサチューセッツ工科大学 米国
 6 ハーバード大学 米国
 7 プリンストン大学 米国
 8 インペリアル・カレッジ・ロンドン 英国
 9 シカゴ大学 米国
 10 スイス連邦チューリッヒ工科大学 スイス
 10 ペンシルベニア大学 米国
 22 シンガポール国立大学 シンガポール
 27 北京大学 中国
 30 清華大学 中国
 40 香港大学 香港
 44 香港科技大学 香港
 46 東京大学 日本
 74 京都大学 日本
 201-250 大阪大学 日本
 201-250 東北大学 日本
 251-300 東京工業大学 日本
（出典）Times Higher Education World University Rankings 2018より国立大学協会

事務局作成

（出典）Academic Ranking of World Universities 2017より国立大学協会事務局作成

2018 大学名 国等 2017 大学名 国等

2018
米国
英国
米国
シンガポール
日本
シンガポール
中国
日本
日本
日本

マサチューセッツ工科大学
ケンブリッジ大学
カリフォルニア大学バークレー校
シンガポール国立大学
東京大学
南洋理工大学
北京大学
京都大学
大阪大学
東京工業大学

大学名 国等 京都大学
東京大学
東北大学
東京工業大学
九州大学
北海道大学
名古屋大学
大阪大学
筑波大学
慶應義塾大学
早稲田大学
国際教養大学
広島大学
一橋大学
上智大学
国際基督教大学
東京外国語大学
神戸大学
千葉大学
金沢大学

2018 大学名 設置

世界トップ100に2大学がランクイン 世界トップ100に３大学がランクイン

自然科学系、社会科学系の両分野とも世界をリードする実績

（出典）QS World University Rankings by Subject 2018より国立大学協会事務局作成

上位20大学中
15大学が国立大学

1
1
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

国立
国立
国立
国立
国立
国立
国立
国立
国立
私立
私立
公立
国立
国立
私立
私立
国立
国立
国立
国立

（出典）ＴHE 世界大学ランキング日本版　総合ランキ
ング2018より国立大学協会事務局作成

米国
米国
英国
日本
日本

1
2
3
7
8
11
14
16
29
31

ハーバード大学
マサチューセッツ工科大学
ケンブリッジ大学
東京大学
京都大学

2018 大学名 国等
1
2
3
15
28

2018
米国
米国
米国
日本
日本
日本
日本
日本

マサチューセッツ工科大学
ハーバード大学
スタンフォード大学
東京大学
京都大学
東京工業大学
東北大学
大阪大学

大学名 国等

米国
英国
英国
シンガポール
香港
日本
日本

1
2
3
9
17
26
35
37

ハーバード大学
ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス
オックスフォード大学
シンガポール国立大学
香港大学
東京大学
京都大学

2018 大学名 国等
1
2
3
7
10
13
45

英国・ＴＨＥ（Times Higher Education）

① 総合

英国・ＱＳ（Quacquarelli Symonds）社

③ 分野別 

中国・上海交通大学

② 総合

化学

生物科学

物理学・天文学

社会政策・行政学

世界大学ランキング

④ 日本版
THE（Times Higher Education）
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485

441

314

514

799 783

736
711
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500
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0
H26 H27 H28 H29

（単位：億円）

314
億円
不足

197
億円
不足

342
億円
不足

422
億円
不足

診療機器等の取得額　　　診療機器等の減価償却額

外来患者延べ数（左軸）　　　新入院患者延べ数（右軸） 外来診療単価（左軸）　　　入院診療単価（右軸）

増加 増加

附 属 病 院

（出典）国立大学協会研修事業関係資料より国立大学協会事務局作成

外来患者、新入院患者延べ数は増加傾向にあり、入院診療単価は平均在院日数短縮等により増加傾向にある

外来患者、新入院患者延べ数 外来診療、入院診療単価の推移

臓器移植実施件数のうち約６割を占める

近年、診療機器等の減価償却額に対して取得額が
大きく不足し、設備等の老朽化による
大学病院の機能低下が懸念される

政策的な医療への対応 診療機器等取得額の推移

臓器移植件数

特定機能病院承認状況

　 国立大学附属

　 公立大学附属

　 私立大学附属

　 その他

41
（48.2％）

8（9.4％）

28
（32.9％）

8
（9.4％）

特定機能病院承認状況で約５割

（注）平成29年4月1日現在
（出典）厚生労働省「特定機能病院一覧」より国立大学協会事務局作成

85
病院

　 国立大学附属

　 公立大学附属

　 私立大学附属

　 その他

（注１）公益社団法人日本臓器移植ネットワーク調べ（平成11年2月28日～平成29年
9月26日現在までの累計数）

（出典）国立大学協会研修事業関係資料より国立大学協会事務局作成

（注）診療機器等の取得額は、各年度における附属病院の活動に使用する50万円以上
の診療機器や管理用機器などの支出額の総額

（出典）国立大学法人の決算関連書類（国立大学協会研修事業関係資料等）より国立大
学協会事務局作成

2,072
件

1,197
（57.8％）

55（2.7％）

390
（18.8％）

430
（20.8％）
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(単位：億円)

1,059(4.3%)

11,654
(47.7%)

6,245
((25.5%)(2

3,5560,5
(144.6%)4

1,939369369
(7 %)7.9%(7.9%

24,45424,454

2,457(7.9%)

10,421
(33.7%)

10,645
(34.4%)

3,454
(11.2%)

3,970
(12.8%)

30,947

運営費交付金収益

附属病院収益

学生納付金収益

競争的資金等

その他

1,039(4.4%)

1,082(4.6%)

2,332(9.9%)

7,235(30.6%)10,098(42.7%)

1,836(7.8%)

(単位：億円)

223,6222
30,576

教育経費

研究経費

診療経費(病院人件費を含む)

受託研究費等

人件費（附属病院以外）

一般管理費等

1,647(5.4%)

2,381(7.8%)

2,998(9.8%)

11,695
(38.2%)

10,221
(33.4%)

1,634(5.3%)

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

H29

H28

H27

H24

H20

H16

(単位：億円)

11,813

11,3666

10,945

10,945

12,415

10,971

9,785

9,427

9,304

9,192

741

790

1,000

795

912

581

83083

3636

1,305

1,288

999

958

920

(年度)

9,113

861 973 54549,091

H30 10,971849 9549,078

一般運営費交付金　　　特別運営費交付金　　　附属病院運営費交付金　　　特殊要因運営費交付金

基幹経費　　　機能強化経費　　　特殊要因運営費交付金　　　機能強化促進費

89898

H28

H16

H28

H16

（出典）文部科学省「国立大学関係予算（案）の概要」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「国立大学法人の平成16年度財務諸表について」及び文部科学省「国立大学法人等の平成28事業年度決算等について」より国立大学協会事務局作成

(出典)文部科学省「国立大学法人の平成16年度財務諸表について」及び文部科学省「国立大学法人等の平成28事業年度決算等について」より国立大学協会事務局作成

経常費用に占める診療経費の割合は、附属病院への医療ニーズの増大等に伴い増加しているが、
人件費の割合は低下、節電等により管理費を抑制

経常収益に占める運営費交付金収益、学生納付金収益の割合は低下し、診療報酬等による
附属病院収益の割合は増加（ただし、消費増税により収益率は悪化）、競争的資金等の割合も増加

予算（国立大学法人運営費交付金等）

決算（経常収益）

決算（経常費用）

財 務 状 況
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